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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

平成27年２月26日に提出いたしました第113期（自 平成25年12月１日 至 平成26年11月30日）有価証券報告書の

記載事項の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出するも

のであります。

　

２ 【訂正事項】

第一部 【企業情報】

　第４ 【提出会社の状況】

　 ６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

　 (1)【コーポレート・ガバナンスの状況】

　 (8) 株式の保有状況

ロ． 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、主な銘柄、株式数、貸借対照表計上額

及び保有目的

　第５ 【経理の状況】

　 １【連結財務諸表等】

　 (1)【連結財務諸表】

　 【注記事項】

　 （連結損益計算書関係）

　 （退職給付関係）

　 ２【財務諸表等】

　 (1)【財務諸表】

　 【注記事項】

　 （損益計算書関係）

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は を付して表示しております。

　

第一部 【企業情報】

第４ 【提出会社の状況】

　６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

　 (1)【コーポレート・ガバナンスの状況】

　 (8) 株式の保有状況

ロ． 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、主な銘柄、株式数、貸借対照表計上額

及び保有目的

(訂正前)

(前事業年度)

＜省略＞

みなし保有株式

該当事項はありません。

(当事業年度)

＜省略＞

みなし保有株式

該当事項はありません。
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(訂正後)

(前事業年度)

＜省略＞

みなし保有株式

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(千円)

保有目的

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 86,800 57,201 議決権行使権限（退職給付信託）

(注) 貸借対照表計上額の上位銘柄を選定する段階で、特定投資株式とみなし保有株式を合算しておりません。

(当事業年度)

＜省略＞

みなし保有株式

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(千円)

保有目的

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 86,800 59,579 議決権行使権限（退職給付信託）

(注) 貸借対照表計上額の上位銘柄を選定する段階で、特定投資株式とみなし保有株式を合算しておりません。

　

第５ 【経理の状況】

１【連結財務諸表等】

(1)【連結財務諸表】

【注記事項】

（連結損益計算書関係）

(訂正前)

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、次の通りであります。

(1) 販売費 ＜省略＞

(2) 一般管理費

前連結会計年度
(自 平成24年12月１日
至 平成25年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成25年12月１日
至 平成26年11月30日)

役員報酬 65,935千円 75,065千円

社員給料手当 258,182千円 267,679千円

法定福利費 46,704千円 49,882千円

研究開発費 197,741千円 182,838千円

　(内減価償却費) (34,362千円) (32,359千円)

退職給付費用 △2,480千円 9,442千円

役員賞与引当金繰入額 －千円 10,000千円

役員退職慰労引当金繰入額 10,728千円 8,325千円

減価償却費 4,485千円 4,489千円

※２ 研究開発費の総額 ＜省略＞
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(訂正後)

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、次の通りであります。

(1) 販売費 ＜省略＞

(2) 一般管理費

前連結会計年度
(自 平成24年12月１日
至 平成25年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成25年12月１日
至 平成26年11月30日)

役員報酬 65,935千円 75,065千円

社員給料手当 258,182千円 267,679千円

法定福利費 18,031千円 19,299千円

研究開発費 197,741千円 182,838千円

　(内減価償却費) (34,362千円) (32,359千円)

退職給付費用 26,191千円 40,026千円

役員賞与引当金繰入額 －千円 10,000千円

役員退職慰労引当金繰入額 10,728千円 8,325千円

減価償却費 4,485千円 4,489千円

※２ 研究開発費の総額 ＜省略＞

（退職給付関係）

(訂正前)

前連結会計年度(自 平成24年12月１日 至 平成25年11月30日）

１ 採用している退職給付制度の概要

当社グループは確定給付型の制度として退職一時金制度と規約型確定給付企業年金制度を設けており、総合設立型

の厚生年金基金に加入しております。

なお、要拠出額を法定福利費として処理している複数事業主制度に関する事項は次のとおりであります。

(訂正後)

前連結会計年度(自 平成24年12月１日 至 平成25年11月30日）

１ 採用している退職給付制度の概要

当社グループは確定給付型の制度として退職一時金制度と規約型確定給付企業年金制度を設けており、総合設立型

の厚生年金基金に加入しております。

なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は次のとおりであります。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

【注記事項】

（損益計算書関係）

(訂正前)

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、次の通りであります。

(1) 販売費 ＜省略＞

(2) 一般管理費

前事業年度
(自 平成24年12月１日
至 平成25年11月30日)

当事業年度
(自 平成25年12月１日
至 平成26年11月30日)

役員報酬 65,935千円 75,065千円

社員給料手当 249,737千円 260,794千円

法定福利費 46,704千円 49,882千円

研究開発費 197,741千円 182,838千円

　(内減価償却費) (34,362千円) (32,359千円)

退職給付費用 △2,480千円 9,442千円

役員退職慰労引当金繰入額 10,728千円 8,325千円

役員賞与引当金繰入額 －千円 10,000千円

減価償却費 4,440千円 4,445千円

※２ 研究開発費の総額 ＜省略＞

(訂正後)

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、次の通りであります。

(1) 販売費 ＜省略＞

(2) 一般管理費

前事業年度
(自 平成24年12月１日
至 平成25年11月30日)

当事業年度
(自 平成25年12月１日
至 平成26年11月30日)

役員報酬 65,935千円 75,065千円

社員給料手当 249,737千円 260,794千円

法定福利費 18,031千円 19,299千円

研究開発費 197,741千円 182,838千円

　(内減価償却費) (34,362千円) (32,359千円)

退職給付費用 26,191千円 40,026千円

役員退職慰労引当金繰入額 10,728千円 8,325千円

役員賞与引当金繰入額 －千円 10,000千円

減価償却費 4,440千円 4,445千円

※２ 研究開発費の総額 ＜省略＞
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